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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成２９年２月８日（平成２９年（行個）諮問第２８号） 

答申日：平成２９年４月３日（平成２９年度（行個）答申第１号） 

事件名：特定月中旬に本人が海上自衛隊特定地方総監部特定課を訪れた際の特

定地方総監部正門における入門（受付）記録（面会票）の不開示決

定（不存在）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「特定月中旬に私が海上自衛隊特定地方総監部特定課を訪れた際の総監

部正門における入門（受付）記録（面会票）。特定部隊」（以下「本件文

書」という。）に記録された保有個人情報（以下「本件対象保有個人情

報」という。）につき，これを保有していないとして不開示とした決定は，

妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以下「法」とい

う。）１２条１項の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年６月１０日

付け防防運第１１０５９号により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮問

庁」という。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，

その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）審査請求書 

   不開示の理由として，保存期間が入門年月日の翌年度の４月１日から

起算して１年とありますが，具体的にどの法規により決められている

のか不明である。 

   また，作成及び存在を確認することができなかったとありますが，処

分したならその年月日が記録されているはずである。 

   以上のことから，不存在に付き不開示という理由に納得できない。 

 （２）意見書 

審査請求人から，平成２９年３月１０日付け（同月１４日収受）で意

見書が当審査会宛て提出された（諮問庁の閲覧に供することは適当でな

い旨の意見が提出されており，その内容は記載しない。）。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

本件開示請求は本件対象保有個人情報の開示を求めるものであり，本件
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開示請求に該当する保有個人情報が記録されている行政文書の保有につい

て確認を行った結果，その存在を確認することができなかったことから，

法１８条２項の規定に基づき，平成２８年６月１０日付け防防運第１１０

５９号により不開示決定（原処分）を行ったところ，本件審査請求がされ

たものである。 

２ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，「不開示の理由として，保存期間が入門年月日の翌年度

の４月１日から起算して１年とありますが，具体的にどの法規により決め

られているのか不明である。また，作成及び存在を確認することができな

かったとありますが，処分したならその年月日が記録されているはずであ

る。」として原処分の取消しを求める。 

この点，本件開示請求を受け，本件開示請求に該当する保有個人情報が

記録されている行政文書を探索したところ，その可能性のある行政文書と

して，「面会票」が存在することを確認したが，当該文書は，特定部隊行

政文書管理規則（平成２５年１２月１１日。特定部隊達第６号。以下「規

則」という。）において保存期間が１年とされているため，審査請求人が

求める本件文書は開示請求のあった時点においては既に廃棄されており，

ほかに本件文書として特定すべき行政文書の存在を確認することができな

かったことから文書不存在を理由に原処分を行ったものである。 

以上のことから，審査請求人の主張には理由がなく，原処分を維持する

ことが妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２９年２月８日   諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同年３月１４日     審査請求人から意見書を収受 

   ④ 同月２２日       審議 

   ⑤ 同月３０日       審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象保有個人情報等について 

  本件開示請求に対し，処分庁は，本件対象保有個人情報を保有していな

いとして，不開示とする原処分を行った。 

  これに対して，審査請求人は，不開示とされた本件対象保有個人情報の

開示を求め，諮問庁は，原処分を維持することが適当であるとしているの

で，以下，本件対象保有個人情報の保有の有無について検討する。 

２ 本件対象保有個人情報の保有の有無について 

（１）諮問庁は，本件文書に該当し得る面会票について，上記第３の２のと

おり，規則において保存期間が１年とされているため，開示請求のあっ
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た時点においては既に廃棄されている旨説明するので，当審査会事務局

職員をして諮問庁に更に確認させたところ，次のとおりであった。 

  ア 防衛省行政文書管理規則（平成２３年防衛省訓令第１５号）１６条

１項及び海上自衛隊行政文書管理規則（平成２３年海上自衛隊達第１

０号）４４条１項により，文書管理者は，標準文書保存期間基準を定

めることとされている。 

  イ 海上自衛隊特定地方総監部に係る「入門（受付）記録（面会票）」

を管理する特定部隊においては，上記アの標準文書保存期間基準を規

則により定めており，規則１７条２項及び別表第２において窓口等業

務に関する文書は１年間保存した後に廃棄することとされている。な

お，保存期間の起算日については，防衛省行政文書管理規則１６条４

項及び６項により，行政文書の作成等を行った日の属する年度の翌年

度の４月１日とされている。 

（２）そこで検討すると，開示請求時点（平成２８年４月１５日）では，本

件文書が作成された日の属する年度の翌年度の４月１日から１０年以上

が経過していることが認められる。 

また，諮問庁から規則の提示を受けて確認したところ，特定部隊にお

ける窓口等業務に関する文書の保存期間等については，諮問庁の上記

（１）の説明のとおりであるところ，規則の制定日を基準としたとして

も，本件開示請求時点（平成２８年４月１５日）までに約２年４か月が

経過している。 

その上，本件文書の性質を踏まえれば，本件文書に該当し得る面会票

は本件開示請求の時点で既に廃棄されており，ほかに本件文書として特

定すべき行政文書の存在を確認することができなかったとする諮問庁の

説明は否定し難い。 

そのほか，本件対象保有個人情報の存在をうかがわせる事情は存しな

いことから，防衛省において，本件対象保有個人情報を保有していると

は認められない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象保有個人情報につき，これを保有していない

として不開示とした決定については，防衛省において本件対象保有個人情

報を保有しているとは認められず，妥当であると判断した。 

（第４部会） 

委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 


